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１．中国の原子力発電の現状
• 2012年原子力発電量 世界６位米、仏、露、韓、独に続く930億ｋWh
•原子力発電稼働率と基数 ： 中国は高稼働を維持している。

基数の推移
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IAEA PRIS database

順 国 2009 2010 2011 2012
1 ルーマニア 94.8 93.5 94.6 92.6
2 ブラジル 80.7 83.8 95.7 92
3 フィンランド 95.2 91.9 92.8 91
4 ドイツ 73.6 76.7 82 90.5
5 スロヴァキア 86.7 87 90.6 90.4
6 中国 88.4 88.8 87.7 89.2
7 ハンガリー 87.6 88.6 88.9 89
8 スペイン 77.5 90.1 83.2 88.7
9 ブルガリア 86.7 84.3 90 88.5
10 台湾 91.5 91.4 92.4 87.7
11 オランダ 95.1 88.9 92.1 86.9
12 スロベニア 90.8 89.3 98.6 86.5
13 アメリカ 90.1 91.5 89 86.5
14 チェコ 79.6 81.6 81.8 86
15 スイス 92.2 88.6 89.5 84.8
16 パキスタン 72.5 69.7 70.3 84.3
17 韓国 91.1 90.6 90 81.6
18 ロシア 82 81.4 80.3 80.6
19 カナダ 78.7 77.6 80.4 79.1
20 南ア 74 82.9 81.3 77.4
21 インド 47.7 57.6 76.2 77.3
22 英国 70.8 63.4 71.2 77.1
23 フランス 72.9 76.4 79.3 76
24 ウクライナ 74.5 76 75.6 75.2
25 スウェデン 63.4 68.2 71.3 74.5
26 ベルギー 87.3 87.5 88.7 74.1
27 アルゼンチン 93.1 81.9 72 71.7
28 アルメニア 69.8 69.7 73.7 66.4
29 メキシコ 88.5 53.6 80 62.6
30 日本 63.3 66.9 41.8 9.8
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中国の原子力開発計画
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建設中

運転中

原子力の現状と計画

内陸計画中（2015年以降に延期）
２８基 ２,５８０万ｋＷ

•計画中 ３５基 ３,８００万ｋＷ

•建設中 ３０基 ３,２６０万ｋＷ

•運転中 １９基 １,４６０万ｋＷ
高速実験炉と高温ガス実験炉を含む

2012年全電力 114,400万ｋＷ
の1.3％

2013年11月 合計113基11,100万ｋW
日本の既存と建設中の54基約5,000万kW

建設中と計画中は世界一の規模 ⇒ 原子力停滞せず

12次と１５次分割実施現計画
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AP1000

陽江 Yangjiang

嶺澳 Ling’ao

三門 Sanmen

秦山 Qinshan
Ⅰ期
方家山 Fangjiashan
Ⅱ期
Ⅲ期

江蘇田湾 Tianwan
山東海陽 Haiyang

遼寧紅沿河 Hongyanhe

台山 Taishan

福建寧徳 Ningde

福建福清 Fuqing

広東大亜湾 Dayabay

２０１３年１１月

浙江

江蘇

山東

福建

広東

海南

広西

石島湾 Shidaowan

広西防城港 Fangchenggang

昌江 Changjiang

遼寧

三明 Sanming

AP1000

CPR1000

CPR1000

CNP300

CPR1000

CANDU
CNP 600

原子力発電設備の立地と基数

運転中 １９基

計画中 ３５基

建設中 ３０基

CPR1000

CNP 600

CAP1400

遼寧徐大堡Xudabao

M310

AP1000

東港 Donggan AP1000

延期中 ２８基

AP1000

HTMR

CPR1000

ACPR1000

FBR BN600

CPR1000

ACPR1000

ACPR1000

ACPR1000

紅石頂 Hongshida

江西湖南

湖北

彭澤 Pengze

安徽

蕪湖Wuhu AP1000

桃花江 Taohuajiang
小墨山 Xiaomoshan

漳州 Zhangzhou ACP100

万安Wanan

韶関Shaoguan AP1000
陸豊 Lufeng AP1000

AP1000

AP1000
AP1000

咸寧通山大畈Xianning Dafan
AP1000

AP1000

M310

CPR1000+

ACPR1000

VVER1000

AP1000

EPR1600

ACPR1000

CPR1000

CEFR

HTR１０

恵州Huizhou

白龍Bailong AP1000
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７基６５基１０基３０基１基全基数

計画

建設中

運転中

炉心溶融確率回／炉

年
設計寿命 年
稼働率 ％

その他

特色

運開

世代炉

同左
同左
同左

高熱効率

１/百万
６０年

９３～９４％

１/10万
６０年
８７％

１/1万
４０年

高速実証炉BN800 ２基
溶融塩Th燃料実験炉１基
溶融塩冷却高温実験炉

１基

AP1000 ：３４基
EPR1600: ： 2基
CAP1400 ： ２基
ACPR1000 ： ９基
ACP1000 ： ２基
ACP100 ：１０基

VVER1000：２基
⇒ ・・ ・・・・・・⇒
⇒ ・・ ・・・・・・⇒
⇒ ・・ ・・・・・・⇒

中 止
CPR1000
CNP1000
CNP１00

高温ガス実証炉
HTR-PM １基

AP 1000 ： ４基
EPR1600: ： 2基

VVER1000：２基
CPR1000＋：２基

CNP600 ： ２基
CPR1000：１６基

M310 ：４基
CPR1000 ：４基
CNP600 ：４基

ＴＭＩ事故対応
改良

１９９４～

第２＋世代

CANDU6 ：２基
VVER1000：２基

高速実験炉:CEFR １基
高温ガス実験炉

HTR-10 １基

CNP300
： １基

２０１３年～

第３＋世代

高効率･高持続･高安全･高
核不拡散･良環境性

ＴＭＩ事故・チェルノブイリー対応商業炉

実証炉２０１５年 ～２００２～１９９４～

第４世代第３世代第２世代

中国の原子力発電の現状と計画の世代分布

今後は最新鋭の改良第3世代炉が主流
第3世代炉以上のもの82基72.6% ⇒ 日本：計8基15％（ABWR7基もんじゅ1基）

２０１３年１２月 ＷＮＡ
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（２）中国の原子力産業の特徴

軍事開発からの発展の形跡が残る。

• 民生の遅れ⇒原子力は１％程度

• 核国防能力の維持と経済発展 ⇒発電

• 軍事技術の民用転用経済発展策⇒発電と核燃料の国産一体発展

• 三歩走国産開発路線：加圧水型炉⇒高速炉ﾘｻｲｸﾙ⇒核融合

• 発電：軍系（核工業集団）＋電力系（中広核、中電投⇒5大電力参入）

• 燃料：軍系の独占⇒中広核への開放⇒膨大な将来需要供給：アジア・世界への供給

• メーカ：分散三大原子力メーカと二大重型工業 ⇒ 多数企業参入

共産主義社会主義の形跡が残る。

• 国の独占⇒規制と推進の分離、行政と企業（国有で）の分離（1998年の改革）

• 巨大国有企業改革⇒集団企業と有限公司：巨大ホールディング企業と子会社体制

改革開放路線（内需産業化）⇒国際展開路線 中国の夢、海洋強国、原子力強国

• 技術導入⇒国産化⇒輸出の三段階戦略：国内製造化⇒中国知財権化

• 世界最進の第3+世代炉で安全と経済性を強化⇒輸出
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中国原子力事業者体制 ⇒ 設備製造企業は別会社

核工業集団公司

設計
・中国核電
工程

・中国核動
力研究設
計院
他

研究開発
・中国原子能
科学研究院
・中国輻射防
護研究院
・核工業理化
工程研究院
（遠心機）
・北京地質研
究院 他

探鉱
・核工業
208大隊
・Semizbay
ウラン他
・ウェスタン
・プロスペ
クターＧモ
ンゴル

製錬
・江西：中核撫
州金安U業
・湖南：中核二
七二U業

・中国国核海外
ウラン資源開発
ニジェール
Azelik鉱山

濃縮
・中核陕西濃
縮
・中核蘭州ウ
ラン濃縮（５０４
廠）
・華核新技術
開発公司／中
核（天津）機
械有限公司

再転換
・包頭：中
核北方核
燃料元件
・中核404
廠

成型
・包頭：
中核北方
核燃料元
件
・宜賓：

中核建中
核燃料元
件

原発
・秦山Ⅰ、Ⅱ、
Ⅲ、田湾、
三門、福清、
昌江、
パキスタン
チャシマ
他

再処理
・中核瑞
能科技有
限公司
（酒泉）

廃棄物
・中核清
原環境技
術工程
低レベル：
西北
高レベル：
北山

中国広核集団公司

設計
・中広核工程
・深圳中広核工程
設計他

海外探鉱
・中広鈾業発展
・投資UraMin社
・豪エナジ・メタルズ
•カザトムプロムと合弁

原発
・大亜湾・嶺澳・嶺東・陽江・
紅沿河・寧德・台山・防城港他

廃棄物処分
・広東大亜湾環
保有限公司
低レベル：北龍

研究中心
・核電技術産業研発中心
・中科華核電技術研究院

中国電力投資集団公司

原発・投資 中電投

核電、・山東核電、海陽他
秦山Ⅰ以外の核電に投資

5大電力事業者

設計
・中電投電力
工程

一般電力

（国防系）

（水力電力部系）

その他集電力団公司 投資先原発

中国華能：華能（栄成）、山東、海南、海陽

中国大唐：寧徳、海豊、

中国華電：三門、福清、恵安、海南

中国国電：海陽、山東



8

原子力
集団（持
株）会社

代表
設計院

総合
エンジニア
リング会社

中国原子力産業組織図の特徴 2013年4月

中国電力投
資集団公司

上海核工程研究設計院
山東電力工程諮問公司
国家核電工程公司

国家核電技術公司
国核電力院

国核研発中心 R&D

国核運行服務公司運行服務

中国核電工程公司

核動力研究設計院 ＮＰＩＣ

（元北京核工程研究設計院
第４，５研究設計院）

中国核工業集団公司
（ＣＮＮＣ）

武漢動力運行研究院 RINPO

能源委員会
能源局

日米WH社技術導入
国産化（国産化駆動）

工業・情報化部

国防科技工業局系

原子力
発電所

三門
AP1000

炉型
日米ＷＨ社ＡＰ１０００，

国産化ＣＡＰ１４００，１７００

中国広核集団
（ＣＧＮＰＧ）

中広核工程公司

深圳中広核工程設計公司
広東省電力設計研究院
中広核工程設計上海分公司
蘇州核電研究所SNPI

旧電力部系

海陽 無し

共同
出資 ６０％

１０％１０％１０％

電力供給事業
自力国産（軍転民）
導入（加、露、日米）仏導入国産化 米ＷＨ導入

日本⇒電力に総合エンジ無く、メーカにあり⇒メーカなくして安全無し⇒受注無くしてメーカなし⇒海外展開必須

ＡＰ１０００

大亜湾、嶺澳、紅沿河、寧徳、
防城港、陽光、台山

秦山１‐３期、田湾、
福清、方家山、昌江

国産ＣＮＰ・ACP、
導入：仏CPR1000、米AP1000、
露VVER、加CANDU

仏導入M310, EPR1700
仏導入国産化
CPR1000,ACP1000

メーカ
広核設備国産化連合：東
方電気主催 ６３社連合

山東核設備廠、国核自儀
国核ジルコ １５７社連合化

上部
行政
機関



9

原子炉圧力容器
蒸気発生器 上海電気

核電設備

炉内構造物

制御棒駆動

山東
核設
備廠

上海（電気）第一機廠

計装設備

主配管等
上海（電気）重型機器廠

上海電気電站設備
中核武漢核電
運行技術股份

東方汽輪
東方電機廠

土木建設 核工業建設集団 核工業華興建設有限公司 第22建設公司(CNI22)

東方
電気集団

上海電気集団

原子力発電設備製作集団の能力集約化状況

東方鍋炉
広州重型機械

東方鍋炉

上海重型
機器廠

蒸気タービン
発電機

武漢核設備

上海電気
電站設備（有）

東方電機廠

ハルビン
電気集団

ハルビン鍋炉廠
秦皇島重型装備

ポンプ類 ハル電交直流電機
瀋陽
送風機

東方アレバ核ポンプ上海電気KSB核電ポンプ

一重
核電
石化
大連

中国
一重

上海電気重工集団

上海電気：臨港工場に集約

東方電気：四川德陽と広州南沙と武漢に分散と集約化

２０１３年

第一重型
機械集団

東方汽輪

ハルビン汽輪
ハルビン電機

ハルビン電機

バルブ類 航天総公司研究所 西安核設備 江蘇神通バルブ 大連大高バルブ中核蘇閥バルブ ハル電站バルブ
ハル電交直流電機

ハルビン電気：ハルビン３大動力廠と秦皇島重型装備 基地改造

一重：チチハルと大連綿花島へ集約化

その他

中船
重工

北京核儀工廠

燃料交換機 上海電気
機重運送機械廠

環状クレーン
太原

重型機械
大連

重工・起重

第二重型
機械集団

二重
徳陽
基地

二重
鎮江
基地

二重：徳陽と
鎮江へ

大連
深藍

上海アポ
ロ機械

重慶
ポンプ

北京広利核
系統工程
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閔行工場　

重工集団

臨港工場　

・上海電気核電設備

・上海第一機床廠

・上海起重運輸機械廠

・上海重型機器廠

上海電気集団

・上海電気電站設備

・上海電気KSB核電ポンプ

ハルビン電気集団

・ハルビン電気廠

・ハルビンボイラー廠

・ハルビンタービン廠

・ハルビン電站工程

・ハル電集団（秦皇島）
　重型装備

・ハル電気交直流電機

・ハルビン電站バルブ

中国第一重型機械集団

・東方タービン

・東方ボイラー

・東方電気（広州）
重型機器

東方電気集団

・東方電気　
　武漢核設備

中国第二重型機械集団 徳陽市

武漢市

ハルビン

秦皇島

チチハル

大連

天津

上海

徳陽市

広州市

徳陽市

中国原子力設備製作　
主要大型企業の立地

上海市

・大連棉花島核電と重型容器
装備製造基地

・一重天津重型装備工程研究

・一重黒龍江鋳鍛鋼製造

・一重天津重工

・第一重型機械有限責任公司

・東方電機

自貢市

中国主要原子力メーカの工場立地
集約ワンストップ工場化と重工の沿海臨港埠頭付き工場への移設が進んでいる

34
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秦皇島

チチハル

大連

天津

上海

徳陽市

広州市

徳陽市

中国原子力設備製作　
主要大型企業の立地

上海市

・大連棉花島核電と重型容器
装備製造基地

・一重天津重型装備工程研究

・一重黒龍江鋳鍛鋼製造

・一重天津重工

・第一重型機械有限責任公司

・東方電機

自貢市

二重鎮江基地

戦時体制（深内陸）配置から経済効率・輸出向け（沿海）配置へ
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２．１２次５カ年計画での新原子力技術開発

（１）福島事故を克服する安全高効率な原子力発電の開発

① 三歩走サンブゾウ路線の維持＝高速炉も核融合もやる

②百万kW級の先進加圧水型原子炉を主

改良第３世代炉： AP1000（東芝WH社製）、EPR1600（仏製）⇒自国知財権無し
⇒自主知財権のある革新原子力発電を積極開発

• 自主知的財産権のある先進加圧水型原子力発電炉（重点実証）

• 20万ｋWモジュール式高温ガス冷却原子力発電炉（重点実証）
• 高速増殖炉（重点実証）

• モジュール式小型軽水炉（重点実証）

• 新世代原子力発電（重大科技研究）

③新規立地： 2011～2015年期 沿海限定、第3世代炉の安全基準に合致

⇒内陸部の２８基のAP1000計画延期
④機器設備の国産化達成、中国機器設備製造レベル向上

近代的な（知識集約型）原子力発電産業体系建設の加速

原子力発電強国の樹立

⇒関係メーカ集約連携組織化：AP1000グループと中広核グループ
「核電企業の科学発展 協調活動サービス制度 創設」（2013年11月

＝ １９社の中心的な核電企業、大学協調活動小グループを作る
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（２）自主知財権のある先進加圧水型原子炉の開発（重点実証）

中国の原子力発電の国産化の歴史

１９７０年代開始 文化革命の影響で中断

１９８０年代中期に再開 自主国産化と対外導入の２路線

①自主国産化（原潜技術から） ：元核工業省の核工業集団

②フランス技術の導入とその国産化：元水力電力省系の中国広核集団（広東核電）

国産製 30万ｋW CNP300 秦山1期 １９８５年着工

フランス製 100万ｋW M310 大亜湾原発 １９８７年着工

１９９４年より 両者とも商業運転開始

１９９０年代

自主国産化 核工業集団：秦山２期６０万kＷCNP600 １９９６年着工

海外導入 広東核電 ：M310嶺澳 １００万ｋW １９９７年着工

核工業集団：カナダのCANDU ７５万ｋW １９９８年着工

ロシアのVVER １００万ｋW １９９９年着工



13

第10次5カ年計画
既存立地・既存炉（秦山２期CNP600 2005年着工、嶺澳２期M310 2006年着工）
CNP1000、CPR1000、改良第３世代炉の海外導入国産化 11－5計画に延期

１９９０年代末 第10次5ヵ年計画（2001年～2005年）国産化提案

第11次5ヵ年計画期（2006年～2010年）
CPR1000：嶺澳4号で着工（2006年６月着工）
続いて紅沿河、寧徳、福清、方家山、陽江が着工された。

CNP1000：秦山近隣の方家山 延期
方家山はCPR1000に取って代わった。
改良第３世代炉導入：発展改革委員会系の国家核電技術公司が実施
米国WH社のAP1000（2006年内定、2007年3月技術移転契約
仏も引かず、欧州改良第3世代炉EPR1600も決定、
2010年前後に両方着工。結局、絞込みはできず。

①発展と改革委10－5計画：100万ｋＷ統一型ＰＷＲ海外導入国産化駆動計画
ＷＨ社－三菱連合（本命）、ＧＥ社－日立・東芝連合、
フランスフラマトム・ジーメンス連合、ＡＢＢ社－ＣＥ－ＫＥＰＣＯが応募
⇒これに対抗 改良第Ⅱ世代国産化炉

②核工業集団：自主国産化CNP1000プロジェクト 1999年12月打ち上げ
③広東核電 ：仏導入M310の国産化 CGP1000 （現在のCPR1000）
⇒混乱⇒李鵬全人代議長登場裁定：
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第12次5ヵ年計画期（2011年～2015年）

2011年3月11日 福島事故発生⇒改良第2世代炉安全基準は不十分
今後建設：全電源停止時の安全を確保＝米国、欧州の第三世代炉安全基準を要求

大量放射性物質放出の実質削除

炉心損傷確率（CDF）＜10-6／炉年

大規模初期放射性物質放出確率（LERF）＜10-7／炉年

CPR1000の１０分の１～１００分の１の厳しい基準

⇒改良第三世代炉AP1000が優位：大気自然冷却で無限時間、残留熱除去可

核工業集団、中国広核集団の反撃

⇒コストはＣＰＲ1000やＣＮＰ1000の改良第3世代化・自主知財権化が安価 ！

関係メーカの連携組織化
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中国原子力発電国産化の歴史

自主国産化路線

30万 CNP300

60万 CNP600

100万 CNP1000計画

海外導入国産化路線

核工業集団 発改委系

100万 ＡＣＰ１０００

露 VVER1000

加CANDU６

年代

ＣＡＰ1400計画

1980代中

1990代

98年着工

99年着工

2001-2005
10-5計画

1990末

国産化駆動計画

60万 CNP600

1１-5計画

2006-2010

12-5計画
2011-2015

2003年12月着工予定

CNP1000延期 ＣＰＲ1000

2008‐10年着工

2014着工予定

2005年着工

99年12月

96年着工

85年着工

混乱⇒李鵬裁定
11-5計画へ延期
既存立地・既存炉

2009年着工

自主知財権化

自主知財権化

国家核電技術公司
東芝・ＷＨ社製

G３＋ ＡＰ１０００
決定ＡＰ１０００

中広核集団

仏 100万 M310

仏 100万 M310

100万 ＡＣＰＲ１０００

97年着工

100万ＣＰＲ1000計画

仏 100万 M310

100万 ＣＰＲ＋１０００

100万 ＣＰＲ1000

2013着工

87年着工

2005年着工

仏 160万 EPR1600

2006、7、8、、、年着工

2009年着工

10年着工分改良

中電投

ＡＰ１０００

2009年着工

ＡＰ１０００ＡＰ１０００福島事故発生⇒ＣＮＰ、CPR中止

1990末
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総合国産化率
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国産化率（国内製造の設備金額ベースで評価）？

⇒自己知識財産権は？
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①東芝ＷＨ社製 AP1000の国産化 CAP1400

AP1000の課題：自主知識財産権が無い。中国独自輸出できない。

⇒CAP1400国の重点実証プロジェクト：140－150万kWに拡大、自主知的財産権化

⇒課題：規模拡大で受動安全性（自然冷却可）は保持可能か？

：上海核工程研究設計院

出資者：国家核電技術公司SNPTC５５％、華能電気集団４５％

運転：国核示範（実証）電站有限責任公司SNPDC 2009年12月設立

設計実証：国家核電技術公司傘下の上海核工程研究設計院(SNERDI)、WH社技術支援

世界市場販売：2013年から南米とアジア：国家核電技術公司と核工業集団

建設費：3,000㌦/ｋW 発電コスト：7㌣/kWh

2010年12月31日概念設計完成

2011年12月31日初歩設計完成

2014年4月30日 着工予定 山東半島華能石島湾核電

2018年12月31日 送電網接続運転の計画

② CAP1700の開発予定：１70万kＷに拡大、２ループを３ループ化

開発：上海核工程研究設計院、山東電力工程諮問公司、山東核電設備等
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山東石島湾CAP1400実証プロジェクト

出典：国家核電技術公司 WNFC Mtg,Singapore,Apr.10.2013
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② 中国広核集団の改良第３世代炉ACPR1000

CPR1000の課題：仏の知財権が残、炉心損傷確率G3+の100倍悪い

福島原発事故⇒建設中CPRの改良⇒CPR1000＋：陽江3号、４号

⇒ACPR1000：完全中国知的財産化、改良第３世代炉：2013年９月 陽江５号 着工

開発：東方電気、上海電気、ハルビン電気、第一重、第二重など

特徴：２重密封した３ループ系冷却系、溶融炉心受器（コアーキャプチャ）

300galの耐震性能、寿命60年

建設計画：陽江６号、紅沿河5、6号、陸豊1、２号、防城港3号

トルコのシノップ発電所の参照炉の予

建設費： 2,500㌦/kＷ

更なる開発： 輸出用：2014年から

ACE1000：CPR-1000の第3世代化炉、中広核、Areva、EdF共同開発（2012年1月協定）

進歩性：単一閉じ込め機能の強化、運転中補修維持可能な３ループの能動安全系

三菱重工－Arevaの小型炉Atmea1と異なる
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②核工業集団のACP1000と小型炉ACP100

原点：CNP1000：中国国産知財権の標準3ループPWR、第Ⅱ＋世代炉
協力：米WH社・仏フラマトム
設計：1990年初め上海核工程研究設計院、1997年核動力研究設計院NPIC参加
計画：11－5計画 方家山に建設予定、パキスタン２基輸出予定

⇒2007年初め計画延期、パキスタン輸出中止
⇒上海核工程研究設計院が国家核電技術公司傘下に移籍、WH社AP1000担当化

福島事故⇒改良型第３世代炉 ACP1000
特徴：300 gal耐震性、2重閉込め、能動／受動安全系の併用、3ループ冷却系、中国知財権
2013年 3月：福清5、6号基本的安全性解析終了⇒“対外輸出（走出去）”基礎樹立
2013年１2月：計装設備、アレバシーメンス社とコンソーシアム契約
2014年：着工予定
輸出：

ACP1000 :パキスタンとの輸出協定、2013年締結
小型ACP300：ベラルーシとアフリカへ輸出を計画

A) 改良第３世代炉 ACP1000
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特徴 ：熱出力38万ｋW電気出力12万ｋW小型モジュール式原子炉、
第3世代炉級、安全性と経済性が最先進、工期36～40ヶ月
収益良好、自己知的財産権

用途 ：多用途：工業用蒸気供給、海水淡水化、船舶の動力源等⇒発展途上国向き

担当 ：中国核工業集団（核動力研究設計院NPIC）
産業化：2011年4月 中核新エネルギー有限会社 設立

第12次5カ年計画：国家エネルギー応用技術研究および実証プロジェクト
計画 ：2014年6月実証プロジェクト（２基）福建省莆田（Putian）県漳州Zhangzhou 着工
開発費：50億元（7.88億ドル）
出資者：核工業集団５１％、中国国電（Guodian）集団４９％
建設 ：中国核工業建設集団（CNEC）
運転 ：核工業集団

次計画：内陸部

江西省上饒(Shangrao)市横峰(Hengfeng)県２基
江西省赣州(Ganzhou)市寧都(Ningdu)県２基
建設コスト 160億元（24億㌦） 2013年７月に合意

更に湖南省と吉林省白山（Baishan）

B) 小型炉ACP100
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炉心

主ポンプ

内置蒸気発
生器

内置駆
動機構

内置加
圧空間

沸騰水型炉に酷似して
いるが、制御棒駆動装
置を上部に置いてあり、
自然落下で炉が止まる
様にしてある。

小型モジュール式加圧水型炉ACP100実証P

形式 ：一体型加圧水型炉
炉熱出力 ３８．５万ｋWt
電気出力 １２万ｋWe
内径 ３．１m
炉心部高さ ２．１ｍ

原子炉冷却温度 ３０５℃
圧力 １５MPa

燃料交換 ２年
燃料集合体 １７×１７SCF
集合体数： ５７体

最大蒸気供給能力 毎時５０４㌧
海水淡水化 日産14.4万t
建設期間 ３６ヶ月

自然対流空冷
固有安全系統

小型炉だから
可能

排気中放射性物
質洗浄除去系

炉心溶融対策

主蒸気

主給水

冷却凝縮

工業用蒸気

熱交換器 工業用蒸気供給

タービン
発電機

水冷式

空冷塔

蒸気供給システム

多目的炉
2011年4月 中核新エネルギー有限会社が設立
2013年 着工予定

福建省漳州
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（３）近代的な原子力発電産業体系の建設
原子力発電強国の樹立

「原子力発電企業の科学発展 協調活動サービス制度 創設」（2013年11月）

国家エネルギー局発布

政府職務方式（態度）の改革転換、党の大衆路線の貫徹、核電企業の科学発展への奉仕強化

主要任務 7点
(一)良好な企業発展環境の造営

(二)政策の発布前の公聴など産業政策と関連情報サービス強化

(三)企業の科学技術革新への奉仕

(四) 原子力発電の“対外進出”戦へ奉仕

(五)関連の省・委員会、地方政府間の意思疎通協調とサービス能力の増大

(六)専門家の派遣など企業の育成訓練サービスの創立

(七)原子力産業協会のブリッジ機能強化。

1核工業集団、2核工業建設集団、3華能集団 4中国電力投資集団、5一重集団、6、第二重集団、7ハ
ルビン電気集団、8、東方電気集団、9国家核電技術有限公司、10、中国広核集団、11、上海電気集団、
12、清華大学、13、上海交通大学、14、西安交通大学、15、ハルビン工程大学、16、中国工程物理研究
院、17、中国原子力産業協会、18、中国核学会、19、中国機械工業連合会

実行組織：原子力発電企業科学発展奉仕協調グループ創立 相談サービスを提供
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３. 核燃料供給体制の整備

特徴：軍事工業の残影⇒独占的国防核工業（核工業集団）、内陸部分散配置、全部国産

課題：経済合理性の獲得

日中比較：ほぼ同一規模：世界の約１０％ 中国は原則国産、日本は部分国産

ウラン資源：日中とも不足 輸入依存化

採鉱・製錬、転換：中国は国産、日本は全面輸入

濃縮： 中国ほぼ国産、日本 ３分の２輸入

成型加工： 日中とも国産

国  原子力発電規模 ウラン需要2013年 ウラン確認埋蔵量 採鉱製錬 転換 濃縮 再転換 成型加工

単位 万ｋW ㌧Ｕ/年 ㌧U ㌧Ｕ/年 ㌧Ｕ ㌧SWU/年 ㌧Ｕ ㌧Ｕ

包頭
２０００

漢中　５００
蘭州１５００
2013年遠心
機国産化

包頭　２００
宜賓　４００

包頭　CANDU用　２００
　　　　AP1000用　２００
HTR-PM用　30万球体
研究炉用　金属Ｕ

宜賓　PWR用　　　４５０

日本

運転中　　２基　　２３６
停止中　４８基　４３７９
建設中　　４基　　４４２
合計　　５ ４基　５０５７
世界占有率１０．７６％

需要４４２５
生産　　０

輸入：豪、加、ナミ
ビア、ニジェール、

米他

確認　7,701 輸入 輸入 六ヶ所１０５０
三菱原子燃
料　４５０

GNF-J　 BWR用７５０
MNF　　　PWR用４４０
NFI熊取　PWR用２８４
NFI東海　BWR用２５０

中国

集約工場2020年需要の50％供給　370億元（江門鶴山中止）

運転中　１９基　1,461
建設中　２８基　3,047
合計　   ４７基　4,500
世界占有率　９．７３％

需要６０００
生産１５００

輸入：カザフ、ニ
ジェール、加、仏、

豪

確認埋蔵量109,500
推定追加　　56,600
　　合計　　166,100
　世界シェア２．３％

衡陽１１００
撫州１１００
生産１５００
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核燃料製造集合工場計画

規模：2020年時（58百万kW運転）製錬・転換・濃縮･再転換・加工 需要の50％供給

出資：核工業集団、中広核集団：共同投資370億円

立地：沿海部広東省東省鶴山

公聴：2013年7月、⇒反対運動のため、同年7月14日計画取り下げ

進歩性：

– 従来には見られない当局の公衆参画・民衆重視･市場重視姿勢

– 核工業集団独占事業の開放：中国広核集団参入

– 内陸奥地立地から経済発展地域立地

– 中国広核集団(元広東核電集団)CGNPCの核工業集団からの独立性増大

核工業集団45％出資⇒国資委82％、広東省10％（元45％）、核工業集団8 
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高レベル廃棄物処分は国（環境保護部）と各事業者の共同責任事業

中核清原環境技術工程公司が担当、実施

立地：ゴビ砂漠北山地域

実験施設建設計画：JAEAの幌延や東海のような施設

中央・地方の対立なし：地方政府は支援義務、中央と地方政府は一体

バックエンド建設強化

再処理 低レベル廃棄物 高レベル廃棄物

㌧U/年 ㎥

中国
玉門（504）
2013年　５０
2020年８００

処分場
北龍８８００
西北６０００

　立地：北山地区
　現在：立地評価中
　2020年地下研完成
　20３0年実証試験
　2040年処分実施

日本
東海　　約８０
六ヶ所　８００

六ヶ所　　　80,000

　立地：未定
　幌延深地層研究センター
　東濃地科学センター
　東海：　エントリー
　東海：　クオリティー
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中国核施設

酒泉 包頭

蘭州

漢中

宜賓
加

ＥＵ

ＥＵ

転再

Ｕ
衡陽

北京

ハルビン

德陽

上海
成都

工場核燃料 原子炉

挟江

中ソ対立 ⇒ハルビン工場分散

戦争想定 ⇒核燃料工場の分散

対米・台湾 ⇒核燃料工場内陸設置

中国核施設

酒泉 包頭

蘭州

漢中

宜賓
加

ＥＵ

ＥＵ

転再

Ｕ
衡陽

北京

ハルビン

德陽

上海
成都

工場核燃料 原子炉

挟江

中ソ対立 ⇒ハルビン工場分散

戦争想定 ⇒核燃料工場の分散

対米・台湾 ⇒核燃料工場内陸設置

中国の核燃料サイクル立地

玉門

戦時体制配置の痕跡

ウラン燃料転換・濃縮・加工予定地⇒２０１３年７月１４日中止

鶴山
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４．対外進出状況

「原子力発電企業の科学発展 協調活動サービス制度 創設」の（2013年11月）
(四) 原子力発電の“対外進出”戦へ奉仕
⇒政府と産業界の一体での対外売込み方針を明確化

原子力会社の対外進出に政府は指導を行い

輸入国との政治・経済交流を推進

政府･企業の協調の多元化国際プロジェクトの競争参入支援

工事建設、設備製造、技術サポート、国家銀行ローン貸与

絶えず我が国の原子力発電の全体のレベルと国際競争力を高める

①対外進出（走出去）政策

2013年日中首脳海外訪問実績

①カンボジア、②ラオス、③トルコ、④インドネシアバリ、⑤ブルネイ、⑥カナダ、
⑦米国国連、⑧ロシア、⑨アルゼンチン、⑩バーレン、⑪クウェート、⑫ジブチ、⑬
カタール、⑭マレーシア、⑮シンガポール、⑯フィリッピン、⑰ポーランド、⑱アイ
ルランド、⑲英国、⑳ミヤンマー、21ロシア、22サウジ、23アラブ首長国連邦、24ト
ルコ、25モンゴル、26米国、27ベトナム、28タイ、29インドネシア

29回
27国

日本
安部総理

アジア、アフリカ、欧州、米州４大陸の２２カ国を訪問
タンザニアなどアフリカ３カ国、メキシコなどラテンアメリカ３カ国
訪中した６４人の外国元首・政府首脳を接遇し、３００人余りの外国政府要人と会見
、８００近い協力の合意

22国中国
習近平・李克
強

2013年首脳の訪問国国数国
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１．２国間原子力平和利用協定等の締結の必要性
① 膨大な建設資金の国際ローン調達
大亜湾1・2号建設費4072百万＄ 国際ローン（大亜湾3672百万$）

② 技術や部品の海外輸入
③ 輸出

２．現在までの締結国 ２５カ国
フランス、ドイツ、英国、日本、アルゼンチン、パキスタン、韓国、カナダ、ロシア、

米国、豪州等 ２５カ国
日本：米国、英国、カナダ、豪州、フランス、中国、欧州原子力共同体、カザフス

タン、韓国、ベトナム、ヨルダン及びロシア） 11カ国1共同体の2倍以上

３．その他国際条約の締結
① IAEA（1984年）加盟
② 保障措置協定（1985年）
③ 包括的核実験禁止条約CTBT（1996年）署名
④ NPT追加議定書（2002年）締結
⑤ 原子力供給国G（NSG）（2004年）加盟

各国との原子力平和利用協定等の締結状況

輸出⇒平和利用協定締結⇒核兵器転用を縛る⇒核（兵器）不
拡散⇒原子力発電輸出と核不拡散が同時成立
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（１）パキスタン（１－１１）

①輸出の課題

核拡散防止条約ＮＰＴ不参加国、核兵器国、原子力輸出の機微国

中国は原子力供給国グループＮＳＧに2004年加盟、核拡散防止義務
⇒輸出原発 ＩＡＥＡの保障措置下に置く条件を課して核不拡散

②供給国グループ加盟以前（1990年と2000年）の輸出
30万kW CNP300チャシマ１，２号契約

１号：2000年6月に運転開始

２号：2006年IAEAと保障措置協定、2011年5月より運転

③2005年エネルギー安全保障計画の原子力発電所建設
2015年までに90万kW

2020年までに880万kW

中国から4基CNP300、７基CNP1000を輸入計画

2007年中国 CNP1000開発を延期、輸出計画は延期
⇒背景：中国は米国WH社とAP1000の技術導入商談中、影響を回避？
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④供給国グループ加盟後の輸出

チャシマ３、４号(CNP300) 2010年契約・輸出⇒加盟国の了解を取得
了解理由：1，2号の延長 炉型設備配置も同一で加盟以前のパキスタンとの約束

背景 ：米国のインド制裁解除、2008年原子力供給国グループのインド制裁解除？

契約合意：2008年計画発表、2010年3月建設費23.7億㌦の82％を中国低金利融資
合意

契約窓口：中核集団中原対外工程有限公司CZEC

設計 ：上海核工程研究設計院SNERDI

据付 ：中国核工業第五建設有限公司

建設開始：3号2011年5月、 4号2011年12月

運転開始：3号2016年12月、4号2017年10月

IAEAの保障措置下運開予定



33

⑤100万ｋW ACP1000原発輸入 カラチ２、３号

2010年11月 100万ｋWチャシマ5号建設協議 P原子力委員会と核工業集団

⇒炉はACP1000、場所はチャシマ以外

2013年6月 P計画委、2基ACP1000カラチ2号、3号(KANUPP 2、3)発表

建設費96億㌦

2013年8月末 契約

核工業中原対外工程有限公司、中国核電工程公司ＣＮＰＥ、中国核動力設計院ＮＰＩ
Ｃ、東方電気設計院ＥＣＥＰＤＩ

2013年12月3日 Muhammad Nawaz Sharif首相 地鎮祭
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パキスタン
Chashma １，２ Chashma ３

Chashma ４

出典：国家核電技術公司 WNFC Mtg,Singapore,Apr.10.2013

Chashma
1,2,3,4

カラチ

インドパキスタン

イ
ラ
ン

中国

アフガニスタン

KANUPP 2、3
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（２）イギリス（1-1２）
① ＥＤＦ社 ヒンクリー・ポイント、サイズウェル EPR 中仏連合輸出

ＥＤＦ社の株主：仏政府８５％ アレバの株主：仏政府８０％

協力契約：2013年10月「中国核工業集団公司」「中国広核集団」、仏のＥＤＦ等
イギリス政府と締結 12月キャメロン英首相訪中
中国側投資：ヒンクリー･ポイントＰの30~40%、アレバ10%
炉型基数 ：167万kW EPR ヒンクリー・ポイント２基 サイズゥウェル2基

総投資 ：約１６０億ポンド２．２７兆円 中国企業２社共同で約30~40％
建設計画：2018年初 送電網接続

中国の意義：先進国の原子力発電市場に初参入 国際的な原子力発電大手と提携

② Horizon社 オールドベリーとウィルファ ＡＢＷＲ 日米連合

会社買収：２０１２年１０月６．９６億ポンド（９８６億円）でGE-日立が買収

運転計画：オールドベリー２０２０年遅く、ウィルファ２０２５年

③ ニュージェン社 ムーアサイド AP1000  日米中連合輸出

会社買収：2014年1月15日 東芝はニュージェン社株６０％買収発表

スペインイベルドローラと仏ＧＤＦより１億２００万ポンド（約１７０億円）

炉型基数：AP1000 3基 340万ｋＷ 事業費 1兆5000億円

建設計画：2018年着工 2024年運転開始
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ＥＤＦエナジー社 仏
アレバ・中広核・核工
業集団 ＥＰＲ

OldburyOldbury 2~32~3基基

Wylfa 2~3基
Horizon社
日立ＧＥ
ＡＢＷＲ

イギリス

図出典：原子力産業協会資料

Hinkley Point 2基 Sizewell 2基

EDF社

EDF社

EDF社
EDF社

EDF社

EDF社
H社

MoorsideMoorside 33基基 セラフィールド再処理

NuGeneration社
東芝ＷＨ社･
中国国家核電技術
ＡＰ１０００
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（３）米国（１－１３）

モニッツ長官 米国のAP1000部品の中国調達を明言
日米中連合の英国原発事業参入を示唆 13年10月30日北京

⇒中国でAP1000建設中 先行経験と実績、38基の建設計画
⇒共同調達でコストを低減可能、東芝・中国の資金力活用

①ヴォーグル原発３、４号 ４基の増設

2012年2月 34年ぶりの増設承認
2016年 2017年 運開予定

② Virgil C.Summer原発2、3号
2012年3月 承認運開

2017年2018年 運転開始予定

インド等世界各国への建設

も日米中の企業連合か？

サウスカロライナ州
Virgil C.Summer

Vogtle
ジョージア州



38Ref: SA Bhardwaj Dir (T) NPC

インドへの日米中連合AP1000輸出の可能性

仏
ＥＰＲ

米
AP1000

国産
PHWR

国産
PHWR

国産
PHWR

国産
PHWR 国産

PHWR

ロシア
VVER
立地変更

日米
ESBWR

国産
FBR

ロシア
VVER

中仏連合？
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（４）ルーマニア
2013年11月 チェルナヴォダCernavoda原発3号、4号建設 李克強首相と契約署名

国有原子力会社Nuclearelectrica－中国広核集団CGN

（５）アルゼンチン
2012年6月中国能源局－アルゼンチン政府 原子力協力協定締結

① アルゼンチン原子力委員会は、中国資金でACP1000を建設

②アルゼンチン原子力発電会社、ACP1000技術の正式入札予備審査通過証書発行

③立地：Monte Lindo、La Emilia、 Riacho Riacho Tohué Pilagá等パラグアイ川沿い

④燃料製造等の関連技術を移転する共同研究を実施

⑤南米全体の原子力市場の共同開発方策の共同調査

電力計画2010－2030 中国製低コストCPR1000採用を検討

⇒福島事故でG2＋炉は中止

⇒ACPR1000採用の可能性？

（６）南ア
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チェルナヴォダチェルナヴォダチェルナヴォダ

MoorsideMoorsideMoorside

HinkleyHinkleyHinkley PointPointPoint

SizewellSizewellSizewell

イグネアダイグネアダイグネアダ

中国のヨーロッパ地域原発輸出先
AP1000

EPR

EPR
ACPR1000?

ACP1000?

ACP300
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アルゼンチン

Embalse ＣＡＮＤＵ６

1(独Siemens1974年開始)
2（独Siemens 2013年送電開始予定）
3，4号：
仏、露、日、韓、中へ提案中
中国核工業集団：ＡＣＰ１０００

Atucha アトゥーチャ
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南アフリカ

1800 MWeTotal (2)
1985900 MWePWRKoeberg 2
1984900 MWePWRKoeberg 1

First powerNet capacityType運転中

仏Areva

2023-
2030

9600
MWe

P
W
R

Thyspunt
(total 6 or 
more)

初送電出力
炉
型

提案

仏ArevaのＥＰＲ
米WH社ＡＰ１０００

高価
中国広核のＣＰＲ１０００⇒第3世代化 ＡＣＰＲ１０００
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（７）トルコ（１－１６）
2012年4月9日、原子力平和利用協力協定締結

内容：

①原発の建設等で協力

②シノップス ：2013年5月三菱アレバ伊藤忠のAtmea1 480万kW220億㌦が勝利

中広核電集団 ACPR1000敗北

③イグネアーダ（Igneada）：中広核電集団ACPR1000輸出が期待される

（８）ベラルーシ（１－１８）
2008年 中広核電、原発建設を提案

2009年5月 原子力協力協定締結 中国の原子力建設の法的基礎樹立

ACP300輸出か？

ロシアの輸出

2011年11月 Ostrovets発電所VVER1200 2基ロシア融資で契約

2013年11月 1号 建設着工 2018年操業開始予定
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トルコ

シノップイグネアダ

アックユ

アンカラ

イスタンブール

原子力発電サイト

ロシアVVER アックユ発電会社（AEG）（ロスアトムの子会社）

アレバ‐三菱ATMEA 1
伊藤忠商事、仏電力会社ＧＤＦスエズ、トルコ発電
会社（ＥＵＡＳ）

新興国は基盤なし⇒電力会社設立が参入条件

中国 中広核電ACPR1000 ？
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中国の原子力発電輸出

イグネアーダ（Igneada）原発の建設等で協力。

パキスタン

トルコ

南ア

CNP300： １，２号(運転中)   ３,４号(建設中)

ACP1000：カラチ２．３号 2013年8月契約

更に2030年までに８ＧＷ建設計画有、中国輸出大

中国核工業集団
国家核電技術公司

ＣＰＲ1000：電力計画2010－2030で採用検討。福島事故で第2
世代炉採用は困難化⇒ＡＣＰＲ1000開発後は可能性有。

核工業集団?

中広核

アルゼンチン

中国資金でACP1000建設の共同研究実施。
ACP1000 入札予備審査通過証書 アトーチャ
南米全体の原子力市場の共同開発策の共同調査

核工業集団

イギリス
EPR４基 ：Hinkley Point and Sizewell：EDF社投資 仏アレバ・中広核連合

Nugen社のMoorside原発
ＡＰ1000 2014年1月東芝 Nugen株６０％買収

東芝WH社・国家核電連合

米国 ヴォーグル3,4号 V.C.サマー 2,3号 AP1000 部品調達 東芝WH社・国家核電連合

ルーマニア チェルナボダ3,4号 ACPR1000？ Nuclearelectrica 中広核

ベラルーシ ACP300？ Nuclearelectrica 中広核
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• 21世紀の中国の新売物：世界最新鋭改良型第３世代原子炉

• 世界の原子力企業と連合、また独自で

• 売物は多種：やはり 核電２社＋発展改革委委員会系

国家核電技術系：AP1000（日米中連合）、 CAP1400（独自／中米）

中広核系 ：EPR（中仏連合）、 ACPR1000（独自／中仏）

核工業系 ：ACP1000、ACP300、ACP100 （独自）

• 総合的

政治協力・経済協力・設計･建設・運転･メンテ・燃料供給・融資

要約
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５．中国の課題
①多炉型、多種技術、多種標準で複雑

原因： 導入路線： 際限ない導入、国産化未達成

②開発能力不足

自主知財権なし、独自の事故分析や核計算 不能

個人独創性奨励⇒集団での実用技術育成が下手

③安全や環境の軽視

規制能力と原子力発電発展速度が不整合、環境保護後回し、環境モニタリング体系不整備、

情報公開と公衆参加が不整備、人材が欠乏、能力育成投資が不足

④集団協調性の欠乏

無秩序な我先の原発建設提案横行、緊急時の職責が不明確、支援体制が不備

相互協力体質が弱い

原因：個人競争が激しい、経済実績第一評価主義

コスト高の開発を飛ばし、模倣・導入で手っ取り早く

安全とか環境とか高コストのものを後回し

背景：無倒産国有企業による過剰生産と利益減少⇒開発や安全対策の資金不足
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⇒政府幹部の態度改革
「原子力発電企業の科学発展 協調活動サービス制度 創設」（2013年11月）
発布

政府職務方式（態度）の改革転換、党の大衆路線の貫徹、核
電企業の科学発展への奉仕強化

改革 主要任務 7点

(一)良好な企業発展環境の造営 企業発展

(二)政策の発布前の公聴など産業政策と関連情報サービス強化 公衆重視

(三)企業の科学技術革新への奉仕 科学技術革新

(四) 原子力発電の“対外進出”戦へ奉仕 国際展開

(五)関連省・委員会、地方政府間の意思疎通協調 省庁間協調

とサービス能力の増大 サービス強化

(六)専門家の派遣など企業の育成訓練サービスの創立 企業人材育成

(七)原子力産業協会のブリッジ機能強化 産業連携
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ご清聴ありがとうございましたご清聴ありがとうございました



50

世代 タイプ 基数 合計 名称 名称 主株主 万kW 着工 売（発電）電

Ⅱ CNP300 運転 1 1 秦山Ⅰ QinshanⅠ 核工業 30 1985/3/20 1994/4/1
1 大亜湾１ Daya Bay 中広核 98.4 1987/8/7 1994/2/1
1 大亜湾２ Daya Bay 中広核 98.4 1988/4/7 1994/5/6
1 嶺澳１ Ling Ao 中広核 99 1997/5/15 2002/5/28
1 嶺澳２ Ling Ao 中広核 99 1997/11/28 2003/1/8
1 秦山Ⅱ１ QinshanⅡ 核工業 65 1996/6/2 2002/4/15
1 秦山Ⅱ２ QinshanⅡ 核工業 65 1997/4/1 2004/5/3
1 秦山Ⅱ３ QinshanⅡ 核工業 65 2006/4/28 2010/10/25
1 秦山Ⅱ４ QinshanⅡ 核工業 65 2007/1/28 2012/4/8

建設中 2 2 昌江１，２ Changjiang 核工業 65
2010/4/25
2010/11/21

2015/４
2015/12

1 寧徳 Ningde 中広核 108 2008/2/18 2013/4/18
1 紅沿河 Hongyanhe 中広核 108 2007/8/18 2013/6/6
1 嶺澳 Ling Ao 中広核 100 2005/12/15 2010/9/15
1 嶺澳 Ling Ao 中広核 100 2006/6/15 2011/8/7

2 防城港１，２
Fangchenggan

g
中広核 108

2010/7/30
2010/12/28

2015／

2 陽江１，２， Yangjiang 中広核 108
2008/12/16
2009/８/

2013/8/1
2014

3 寧徳２，３，４ Ningde 中広核 108
2008/11/12
2010/1/8
2010/9/28

2013、　　2014、
2014、

3 紅沿河２，,３，４ Hongyanhe 中広核 108
2008/3/28
2009/3/7
2009/8/15

201４
2014
201５

2 方家山１，２ Fangjiashan 核工業 108 2008/12　　　2009/7
2013/12
2014/10

4 福清１，２，３，４ Fuqing 核工業 108

2008/11/21
2009/6/17
2010/12/31
2012/11/17

2013/１１
2014/９
2015/7
2016/5

1 秦山Ⅲ QinshanⅢ 核工業 72.8 1998/6/8 2002/12/31
1 秦山Ⅲ QinshanⅢ 核工業 72.8 1998/9/25 2003/7/24
1 田湾 Tianwan 核工業 106 1999/10/20 2007/5/17
1 田湾 Tianwan 核工業 106 2000/9/20 2007/8/16

建設中 2 2 田湾３、４ Tianwan 核工業 102
2012/12
2013/９/

2018 /2
2018/12

計画中 2 2 田湾５，６ Tianwan 核工業 108 2015-17

CPR1000＋
建設中 2 2 陽江３，４ Yangjiang 中広核 108

2010/11/15
2012/11/１７

201４
201５

2009/9/24 2014/12　2016/

CPR1000

Ⅱ＋

M310

ＣＮＰ600

Ⅲ

4

4

運転

運転

CANDU6 2

VVER

2

運転

運転

運転 4

建設中 16
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建設中 201５

2 海陽１，２ Haiyang 中電投 125
2009/9/24
2010/6/20

2014/12　2016/
３

2 三門１，２ Sanmen 核工業 125
2009/4/19
2009/12/15

201４/12　　201５/
９

2 陸豊１，２
Lufeng

中広核 125 2013-14

2 徐大堡１，２ Xudabao 核工業 125 2013-15
2 三門３，４ Sanmen 核工業 125 2014-16*

2 防城港３、４ Fangchenggang 中広核 125 2014－2015

2 海陽３，４ Haiyang 中電投 125 2014-16

2 白龍１，２ Bailong 中電投 125 2015-17

2 恵州１，２ Huizhou 中広核 125 2015-18

2 湖北　通山大畈
Xianning
(Dafan,
Daban)

中広核 125 2010

4 広東　韶関 Shaoguan 中広核 125
4 湖南省　桃花江 Taohuajiang 核工業 125 2015 -17
2 龍游 Logyou 核工業 125 2015

2 煙家山　万安
Yanjiashan/
Wanman

核工業 125

2 安徽　蕪湖 Wuhu 中電投 125 2011/12/ 2016/8/

2 彭澤 Pengze 中電投 125 2010 2013-2014

2 小墨山 Xiaomoshan 中電投 125 2010 2015/４、2018

CAP1400 計画中 2 2 石島湾１，２ Shidaowan 華能 140
2014/4/
２０１６

2018

建設中 2 2 台山１，２ Taishan 中広核 175
2009/11/18
2010/4/15

2014、
2015、

計画中 2 2 台山１，２ Taishan 中広核 175 2015-18
建設中 1 1 陽江5 Yangjiang 中広核 108 2013/9/1 1905/7/9

2 昌江３，４ Changjiang 核工業 65 2015-18

2 防城港５，６ Fangchenggang 中広核 108 2014－2017

2 寧徳５，６ Ningde 中広核 108 2015-17

1 陽江６ Yangjiang 中広核 108 201４年 2018

2 紅沿河５，６ Hongyanhe 中広核 108 2013-2014 2016-

ACP1000 計画中 2 2 福清５、６ Fuqing 核工業 110
2013/12
2014

2 莆田漳州１，２
Putain
Zhangzhou

核工業 10 2014/６/
2017
2018

2 江西省　横峰 Hengfeng 核工業 10

2 江西省　寧都 Ningdu 核工業 10

2 吉林省白山 Baishan 核工業 10
2 湖南省 Hunan 核工業 10

HTGR 運転 1 1 高温ガス炉 ＨＴＲ１０ 清華大 0.25 1995/5/1

計画中 4

延期

計画中

 AP1000

ACP100

ACPR1000

Ⅲ＋

6

ＥＰＲ１６００

9

建設中

4

計画中 14

延期 20

世代 タイプ 基数 合計 名称 名称 主株主 万kW 着工 売（発電）電
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2 湖南省 Hunan 核工業 10

HTGR 運転 1 1 高温ガス炉 ＨＴＲ１０ 清華大 0.25 1995/5/1 2003年1月送電

HTR-PM 建設中 1 1 石島湾 Shidaowan 華能 21.1 2012/12/9 2017年
ＦＢＲ 運転 1 1 高速実験炉 ＣＥＦＲ 核工業 2 2000年着工 （2011/7/21）

BN-６00
（BN-800）

計画中 2 2 三名１，２
Sanming

核工業 60 2017 2023

Ⅳ

世代 タイプ 基数 合計 名称 名称 主株主 万kW 着工 売（発電）電
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② 制御棒重力落下⇒炉の核反応緊急反応停止

③ 燃料取替プール利用 自然対流力冷却 能力２時間

④ 燃料取替プール水蒸発 格納容器散水冷却 ７２時間

⑤ 水蒸気凝縮再利用 格納容器空冷 無限時間

炉心燃料

原子炉

原子炉ピット

燃料取替プール水

炉心溶融

① 発生水素は触媒式水素再結合器と電池式着火器

溶融燃料

発生水蒸気

格納容器冷却系

原子炉 格納容器

重力落下散水スプレ

頂部で冷却凝縮
燃料取替水槽

放熱器

煙突建屋

冷却大気
入気

温気排気

頂部水槽

炉心冷却系は全て格納容器内設置

入水口

遮
蔽
壁

圧力
容器
支持

蒸気
排気
口

圧力容器

断熱
容器

炉心

入水口

AP1000の固有安全対策例（全電源喪失時）

電気がなくても自然に止まり、自然力で冷却継続

炉心溶融物の炉内保持・冷却

⑥ 燃料溶融⇒炉外殻注水 格納容器空冷無限時間

WH社提出
安全強化で
経済性も向上
簡素化が
同時成立解

第３＋世代炉の例 ＡＰ１０００ 安全性と経済性の同時成立例

ディゼル発電代替系
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炉心

主ポンプ

内置蒸気発
生器

内置駆
動機構

内置加
圧空間

沸騰水型炉に酷似して
いるが、制御棒駆動装
置を上部に置いてあり、
自然落下で炉が止まる
様にしてある。

小型モジュール式加圧水型炉ACP100実証P

形式 ：一体型加圧水型炉
炉熱出力 ３８．５万ｋWt
電気出力 １２万ｋWe
内径 ３．１m
炉心部高さ ２．１ｍ

原子炉冷却温度 ３０５℃
圧力 １５MPa

燃料交換 ２年
燃料集合体 １７×１７SCF
集合体数： ５７体

最大蒸気供給能力 毎時５０４㌧
海水淡水化 日産14.4万t
建設期間 ３６ヶ月

自然対流空冷
固有安全系統

小型炉だから
可能

排気中放射性物
質洗浄除去系

炉心溶融対策

主蒸気

主給水

冷却凝縮

工業用蒸気

熱交換器 工業用蒸気供給

タービン
発電機

水冷式

空冷塔

蒸気供給システム

多目的炉
2011年4月 中核新エネルギー有限会社が設立
2013年 着工予定

福建省漳州
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高速炉実証プラント緒元

形式 タンク型

熱出力 150万kWt

電気出力 ６０万kWe

熱効率 ４１％

設計稼働率 ８０％

燃料 混合酸化物MOX

燃焼度 １００ＭＷd/kg

増殖率 １．２

ループ／回路 ２／２

中国高速炉実証プラントＣＦＲ-600

安全デザイン

1. 負のフィードバック係数 （暴走高温時の反応低下）

2. 追加の受動原子炉停止機能

3. 崩壊熱除去設計：受動系と能動系の両方を備える

4. 炉容器下部に炉心溶融物受を設置

5. 過酷事故の結果を緩和するよう閉じ込め機能を設計

軽水炉 高速炉サイクル

主要核燃料サイクル
（１００万ｋW １年当り）

濃縮・加工

使用済燃料
約17ﾄﾝ

劣化U
約183ﾄﾝ

濃縮U
約17ﾄﾝ

天然U
約200ﾄﾝ

軽水炉

加 工

高速炉

再処理

MOX
約13ﾄﾝ

U, Pu
約12ﾄﾝ

劣化U
約1ﾄﾝ

ＨＬＷ約0.9ﾄﾝ

6万MWｄ／ｔ

６万MWｄ／ｔ

１３４ ｔSWU

事故時熱除去空冷塔

１次ナトリウムポンプ

遮蔽蓋

炉心

原子炉容器 中間熱交換器

制御棒駆動
機構

タービン
発電機

冷却凝縮器

脱酸素

主給水ポンプ

蒸気発生器

バッファ
タンク

2次ポンプ

分配母管

過熱機

制御棒
駆動機構

CDF  １０－６ /炉年以下
LERF １０－８ /炉年以下

受動熱
除去系

事故時熱除去空冷塔

１次ナトリウムポンプ

遮蔽蓋

炉心

原子炉容器 中間熱交換器

制御棒駆動
機構

タービン
発電機

冷却凝縮器

脱酸素

主給水ポンプ

蒸気発生器

バッファ
タンク

2次ポンプ

分配母管

過熱機

制御棒
駆動機構

事故時熱除去空冷塔

１次ナトリウムポンプ

遮蔽蓋

炉心

原子炉容器 中間熱交換器

制御棒駆動
機構

タービン
発電機

冷却凝縮器

脱酸素

主給水ポンプ

蒸気発生器

バッファ
タンク

2次ポンプ

分配母管

過熱機

制御棒
駆動機構

CDF  １０－６ /炉年以下
LERF １０－８ /炉年以下

受動熱
除去系
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高温ガス炉 HTR-PM

炉圧力容器 7MPa（約70気圧）

熱交換器

顆粒燃料

原子炉建屋

冷却材ヘリウムガス

炉心出口温度750℃
入口温度250℃

炉心高さ
11 ｍ

炉心直径

3 ｍ

炭化珪素
硬球燃料
取出し、
検査選別

壁面に
水冷パネル

安全性

•重力落下 制御棒

•緊急停止B球落下

•負の反応度

•小形炉なので残留熱小

•熱除去：伝導輻射で可

•炉室側壁水冷

•硬球燃料でＦＰ閉込（温度
1600℃以下）

諸元
電気出力 21.1万ｋWe
炉心熱出力 25.0万ｋWt
モジュール数 2
炉心直径 3 ｍ
炉心高さ 11 ｍ
ヘリウム圧 7  MPa
炉心出口温度 750℃
炉心入口温度 250℃
燃料濃縮度 8.5％
球状燃料 ぺブルベット式

蒸気圧 13.25MPa
蒸気温度 567℃

UO2もしくはUC

SiC

球状核分裂燃料

実物
燃料



57

熱交換器
4基

残留熱除去原子炉
システムRVACS

原子炉容器
炉心シュラウド

炉心
19.75%
濃縮UO2
６０６ｋｇ

支持構造体

燃料再装荷装置と
制御棒駆動装置

炉上部蓋

鉛ビスマス合金530t
自然対流冷却

陽子ビーム注入管

CLEAR-1の概観図

1.05ｍΦ
0.8ｍH

入口/出口
260℃/360℃

水

熱出力
1万ｋW
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トリウム溶融塩炉 重大科技研究P 


